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主な家畜の伝染病（１） 

牛 疫 口 蹄 疫 

牛 肺 疫     アフリカ豚コレラ 

ウイルスで起きる牛や水牛の伝染病 
牛は７０％以上が死亡（牛のペスト） 
獣医制度や家畜伝染病対策等の確立の契機 
ワクチンの利用などにより２０１１年根絶宣言 

ウイルスで起きる牛や豚などの伝染病 
口や蹄などに水疱 
致死率は低いが高い伝播力 
貿易において最重要疾病 
北米、ｵｾｱﾆｱ、ﾖｰﾛｯﾊﾟを除き世界的に発生 

ﾏｲｺﾌﾟﾗｽﾞﾏで起きる牛や水牛の伝染病 
重い肺炎を起こし致死率は多様 
現在アフリカなどに発生は限定 

 

ウイルスで起きる豚やイノシシの伝染病 
出血性の病気で致死率は多様 
汚染厨芥により各地に伝播 
アフリカ、ロシア、東欧で発生 

平成２２年に宮崎県に発生した口蹄 
疫の防疫に関する防疫と再生・復興 
の記録（平成２４年１１月宮崎県） 

１ 
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ＢＳＥ（牛海綿状脳症） 
異常ﾌﾟﾘｵﾝﾀﾝﾊﾟｸで起きる伝染病 
中枢神経障害を起こし死亡 
人の変異型ＣＪＤと関連 
ヨーロッパ、北米、日本などで発生 
英国を中心に１９万頭、日本３６頭 

２０１４年は世界で５頭、 

高病原性鳥インフルエンザ 

ウイルスで起きる鳥の病気。 
強毒ﾀｲﾌﾟの感染では多くが死亡 
近年は人への感染・死亡事例 
人の新型インフルエンザの関係でも注目 
渡り鳥による伝播もいわれ南米を除き世界的に発生 

主な家畜の伝染病（２） 

豚 コ レ ラ 
ウイルスで起きる豚、イノシシの伝染病 
タイプによっては致死率１００％ 
北米、ヨーロッパの一部を除き世界的に発生 
日本は高性能のワクチンの開発利用もあり２００７年に清浄化 

２００１年９月１１日朝刊 

２００３年１２月２４日朝刊 

２００４年１月１３日朝刊 

２００４年２月２８日朝刊 

２ 



動物検疫所 
 
 
 

本所 
７支所、 

17出張所 
家畜防疫官       
  ４０２名          

                 平成２7年度定員 

           家畜の伝染病を防ぐ体制 

 （１）国は、国内の家畜防疫に関する企画、調整、指導等を実施するとともに、動物検疫所
を設置し輸出入検疫を実施。 

 （２）都道府県は、家畜保健衛生所を設置し、防疫対策を実施。 
 （３）また、生産者団体により自衛防疫団体が組織され、予防接種等自主的な取組を推進。 

都道府県 
 

家畜保健衛生所 
１７０か所 

  獣医師 ２，０８４名 
 
 
 
 
 

農林水産省 
消費・安全局 

生産者 
 
 
 
 
 

 動物医薬品検査所 
   動物衛生研究所 

ＯＩＥ等の国際機関 

自衛防疫団体 

 
  乳用牛   １万７千戸 
  肉用牛  ５万４千戸 
     豚         ５千戸 
  採卵鶏         ３千戸  
  ﾌﾞﾛｲﾗｰ      ２千戸 

＝ 

(厚) 保健所４８６か所      

 

             

平成2７年３月現在 

平成２７年４月現在 

農林水産省消費・安全局動物衛生課「最近の家畜衛生をめぐる情勢について」（２８年１月）を一部改変 

獣医師 
関係者 

防疫＝伝染病を防ぐ  うち検疫＝地域に出入りする人やモノを検査、措置 

輸入者 
関係者 

３ 



【組織】 
1896年（明治29年） 県警察部所管  

1905年（明治38年） 県港務部所管  

1924年（大正13年） 大蔵省税関部所管  

1943年（昭和18年） 運輸通信省海運局所管  

1947年（昭和22年） 農林省所管 ：動植物検疫所の設立  

1952年（昭和27年） 農林省所管 ：動物検疫所の分離発足 

昭和２７年当時の動物検疫所本所 

明治４年：シベリア沿岸地方に流行した牛
疫の侵入防止のための太政官布告公布 

明治29年：獣疫予防法の制定により本格
的な輸入検疫制度が発足 

 大正11年：家畜伝染病予防法制定（旧法） 

 昭和25年：狂犬病予防法制定 

 昭和26年：家畜伝染病予防法制定（現法） 

平成10年：感染症の予防及び感染症の患者に対す
る医療に関する法律制定（サルの検疫制度発足） 

家畜の伝染病のみならず、BSE等の侵入防止対策を通じて食品の安全性確保に貢献 

動物検疫所の沿革 

平成19年：水産資源保護法に基づく水産
動物の検疫の実施 

４ 



日本での家畜防疫のはじまり 

明治４年(1871)６月牛疫の侵入防止のた
めの生畜、生皮の輸入を禁止する太政
官布告公布、同年10月解除 
 
牛疫が翌年から１０年まで大規模流行し
５万頭以上死亡 
同９年には、牛疫処分仮条例（届出、撲
殺、移動制限、手当金等）公布 
 
明治１９年(1886)獣類伝染病予防規則制
定、牛疫、炭疽、鼻疽、口蹄疫など対象 
 
明治２５年、３府１道１６県を巻き込む大
流行、以降３３年を除き毎年発生。 
 
明治２９年（1896)獣疫予防法制定 

対象疾病が拡大され、有病地などからの
獣類、物品の検疫、違反者への罰則も 
規定 
                 

外国流行伝染病予防法（明治４年緊急頒布） 

・動物、生皮の輸入禁止 
・病人の入国時の医師の診察 
・病死した動物の売買禁止 
・病死した動物の摂食、皮利用禁止 
・死亡動物の焼却 
・人々の健康管理 
  衣服洗濯、住居掃除、部屋の換気・乾燥 
  食べ物、飲酒の注意、節制     ほか 

山内一也「牛疫根絶への歩みと日本の寄与」 
日獣会誌６３（２０１０）から転載 

５ 



家畜防疫のこれまで －明治の時代から－ 

明治のはじめ 
      ～中ごろ 
  (1870～1900) 

明治のおわり 
  ～昭和のはじめ 
  (1900～1940）  

昭和のなか頃 
   ～昭和のおわり 
  (1950～1980) 

平成のはじめ 
 (1980～2000) 

海外からの畜産物（皮、骨）、種畜の導入 
牛疫、口蹄疫、炭疽、鼻疽、結核、豚コレラ、馬伝染性貧血など 
の発生 
← 届出、殺処分、移動の制限、検疫制度の開始 

食肉需要増加、朝鮮半島、中国などからの肉用牛の輸入増加 
新たに牛肺疫なども発生 
← 各種伝染病に対し免疫血清やワクチンを応用 
検疫、国内対策などにより牛疫など重要伝染病の発生は減少 

戦後、種畜の輸入再開 
結核、ﾌﾞﾙｾﾗ、豚ｺﾚﾗ、馬伝染性貧血、ﾆｭｰｶｯｽﾙ病など継続発生 
流行性脳炎、流行熱、アカバネ病なども流行 
← 摘発・淘汰、ワクチン接種徹底    

主要な伝染病の発生減少 
生産性に影響を及ぼす伝染病、感染症の増加 
← 飼養衛生管理の改善指導、伝染病の清浄化、撲滅対策着手 

６ 



獣疫予防法（明治２９年） 
 

有病地などからの獣類、物

品の検疫を行ったり輸入を
停止することができる 
 
 
 

牛疫検疫規則（明治３０年） 

 
・流行地からの牛、羊、皮骨 
 類を陸揚げするときは検疫 
 官の指揮に従うこと。 
・牛、羊は所有者に検疫所に 
 送らせ係留し、牛疫の疑い 
 があれば処分すること。 
・病毒に汚染している疑いが 
 あるものは消毒を行わなけ 
 れば他に移してならない。 
 

明治３９年に獣疫検疫規則
が制定され馬、豚も対象にな
り伝染病の範囲も拡大 

 

家畜伝染病予防法（大正１２年） 
 

・農商務大臣は家畜、肉骨皮  
 類などの輸入、移入を停止  
 することができる 
・肉骨皮毛類は検疫受けなけ 
 れば輸入してはならない 
 
家畜伝染病検疫規則 
（大正１２年） 

・検疫は指定の港（１０か所） 
 で行う 
・家畜、肉骨皮毛類の搭載船 
 舶で検査 
・伝染病にかかっている家畜 
 は処分、その他の家畜は朝 
 鮮総督府の証明があるもの 
 などを除き係留場に送致 
・肉骨皮毛類は輸出地日本官 
 憲の証明があるものを除き 
 消毒場に送致 
 
 
 

 
 
 

家畜伝染病予防法（昭和２６年） 
 

・悪性伝染病の発生地域から 
 の家畜・畜産物や病原体の  
 輸入は禁止 
・指定検疫物は輸出国政府機 
 関の検査証明を添付しなけ  
 れば輸入してはならない 
・指定検疫物は指定港以外で 
 輸入してはならない 
・指定検疫物を輸入したもの 
 は遅滞なく届け出て家畜防 
 疫官の検査を受けなければ 
 ならない 
・家畜防疫官は船舶などで輸 
 入に先立って検査を行うこと 
 ができる 
・指定検疫物などを輸出しよう 
 とする者は家畜防疫官の検 
 査を受け証明書の交付を受 
 けなければならない 
・動物検疫所長、家畜防疫官 
 は検査の結果に基づき、処 
 分、消毒等の処置ができる 

動物検疫に関する法規の変遷 
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明治３０年 長崎港輸入獣類検疫所 
 
  明治３１年  横浜港、神戸港輸入獣類検疫所 
 
 
   明治３７年 厳原港（対馬）、下関港輸入獣類検疫所 
 
 
   
        大正４年  敦賀家畜検疫所 
 
         大正８年  鹿児島家畜検疫所 
          大正９年  門司（田野浦）、大阪家畜検疫所 
          大正１０年    函館家畜検疫所 
 
           大正１２年  小樽家畜検疫所 
               
 

                 昭和１２年 名古屋家畜検疫所              

昭和２７年 動物検疫所分離発足（３支所５出張所）                           

軍需用の韓国牛
輸入増大のため 

朝鮮、清国、ｼﾍﾞﾘｱ
方面からの牛、羊皮
骨類の検査 

 【明治３９年獣疫検疫規則で馬、豚も追加】 

獣骨輸入 
のため 

羊毛検疫 
のため 

動物検疫施設の設置 

              下関福浦家畜検疫所 

  職員約３０名、民間家畜取扱者100余名 
  畜舎１７棟、敷地１万６千坪 
  牛馬１，７００頭収容可能 
    彦島町教育会「郷土読本栄える彦島」（昭和８年）から 

 大正１３年 大蔵省税関部所管 

    昭和１８年 運輸通信省海運局所管 

  昭和２２ 農林省所管動植物検疫所 神戸輸入獣類検疫所獣医官、獣医官補 

沿海州木材運搬 
使役馬の内地帰 
還のため 

８ 

北鮮からの 
牛の輸入のため 

中国青島牛 
輸入のため 



長崎税関家畜検疫所 

敦賀税関支所（縄間村） 
          家畜検疫所 

厳原税関支所（厳原港検疫所） 

門司税関福浦家畜検疫所 

大阪税関（木津川）家畜検疫所 

横濱税関（滝頭）家畜検疫所 

鹿児島家畜検疫所 

名古屋税関家畜検疫所 
門司田野浦家畜検疫所 

神戸税関（苅藻島）家畜検疫所 

函館税関家畜検疫所 

昭和初期の動物検疫施設 

出典 
日本帝国家畜伝染病予防史（獣疫調査所） 
動物検疫所設立５０周年記念誌 
ホームページ｢たつやの感性見聞録｣ ９ 

小樽税関支所獣疫検疫所 
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１９４０（昭和１５）年 
牛    ７８，１８４ 
馬       ４７２ 
めん羊 ２０，１５６ 
山羊       １ 
豚        ５３ 
犬     １，５０１ 
鶏       １２４ 
あひる      ２９ 
その他      ８ 
       

１９２０（大正９）年 
牛   ７１，４１７頭 
馬      ２２１ 
めん羊 ２，４９１ 
山羊      ２９ 
豚       ３８ 
その他   １４２ 

 

１９３０（昭和５）年 
牛   ３９，１７０ 
馬      ２６８ 
めん羊   ５０２ 
山羊     ・・・    
豚       ２６ 
犬      １，６２７ 
鶏    ３，５７３羽 
あひる     ３９ 
その他    ３２ 

大正から昭和にかけての動物の検疫頭羽数 

港   別 
門司 ２９，９３３ 
敦賀   ６，０８５ 
神戸    ２，３６７ 
大阪        ３４２ 
厳原     ３２６  
横浜       １１７ 

港 別 
門司    ６１，３８７ 
敦賀 １１，０４８ 
神戸   ４，５１０ 
大阪    １，０１８ 
厳原       １９７ 
小樽      １４ 
横浜      １０  

牛の検疫頭数の推移 

各年家畜衛生統計（農林省畜産局）から 

頭 

大正の終わり(1925)頃から 
冷蔵船普及、 
中国からは生肉輸入へ 

１０ 



動物検疫中の伝染病摘発と対応例 

昭和８年家畜衛生協会報 大正１３年家畜衛生統計（農林省畜産局） １１ 

 横浜税関家畜検疫所での伝染病発生 
 
     輸入回数 伝染病発生回数 
大正８年   １２    口蹄疫６ 
   ９年     ２２    牛疫１１ 口蹄疫２ 
     １０年     １６    牛疫  １ 口蹄疫２     
  １１ 年    ３２           牛疫１０   口蹄疫８ 
  １３年     １４     牛疫  １   牛肺疫１ 
                        日本帝国家畜伝染病予防史 

    



○設立当時の組織 
  動物検疫所（横浜）  １２名 
    庶務課 調整課 検疫課   
    函館出張所 
    羽田出張所 
   名古屋支所     ４名   
   神戸支所      １６名  
     敦賀出張所 
     大阪出張所 
   門司支所        １２名                   
     長崎出張所  
  総定員５９名：事務官２１名、家畜防疫官２６名、技術労務職員１２名   

        沖縄では２７年琉球政府が創立され古波蔵に琉球家畜検疫所設置    

○設立当時の動物検疫所の事務（農林省設置法） 
 １  輸出入動物その他の物に対する家畜伝染病予防法 
  による輸出入検査及びこれに基づく処置 
 ２ 輸出入動物に対する狂犬病予防法に基づく検査 
 ３ 輸出入動物の健康検査 
 ４ 動物用生物学的製剤及び予防器具の保管、配付、譲与及び貸付け 
 ５ ｢委託｣を受けて動物その他の物に対する検査又は消毒を行うこと  

   平成１２年に感染症法の規定による輸入動物に対する検査及ぶこれに基づく措置を追加 

動物検疫所の分離発足 昭和２７年（1952） 
 
 

１２ 



１ 総  則 

    目的、定義、特定家畜伝染病防疫指針の作成・公表注 

２ 家畜の伝染性疾病の発生予防 

    届出、検査、注射等 畜舎等出入口消毒義務 飼養衛生管理基準 

３ 家畜伝染病のまん延防止 

    届出、通行制限、と殺・殺処分、予防的殺処分（口蹄疫のみ） 

    焼埋却（防疫員実施可）、消毒、移動制限（移動、市場等制限）  

４ 輸出入検疫 

５ 病原体の所持に関する措置 

６ 雑  則 

     大臣指示、国の協力、防疫員の派遣、立入検査・報告徴収 

     手当金（ﾍﾟﾅﾙﾃｲ規定）、経費負担（移動制限の損失も対象） 

７ 罰  則（届出違反の罰則強化）  

         家畜伝染病予防法の概要                   
                        青字が平成１２年以降の主な改正 

平成１３年には口蹄疫の発生を踏まえ｢家畜防疫を総合的に推進する指針｣を作成公表 １３ 
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戦後の動物の輸入検疫の推移 

国民所得の向上を背景にした食生活の多様化により国内の畜産は著しい発展 

昭和２０代後半からジャージー種牛輸入、昭和３０年代後半から種豚輸入、昭和４６年以降は生きた牛、

豚、馬等の輸入が自由化され家畜の輸入は増加。４７年には肥育素牛の無税輸入枠設定。 
初生ひなは種卵輸入から切り替わり航空機輸送により昭和３８年以降急増。 

家畜の輸入頭羽数の推移（頭、千羽） 

昭和 
昭和３０年頃の動物検疫風景 
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動物検疫所を配置している場所 （30ヶ所） 

動物検疫所を配置していない指定港 （71ヶ所） 

 
 

川崎 

動物検疫所の組織・配置と指定港 

家畜防疫官数の推移 （単位：人）

昭和５０年 平成元年 平成２０年 平成２７年
１２２ １９３ ３４５ ４０２

＊年度末定員
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悪性伝染病 
発生地域 

出国検疫（外国） 

農林水産省 

消費・安全局動物衛生課 

偶蹄類，馬，家きん等の輸入検査 

輸入禁止 

指定港
（日本） 

個 体 確 認 

総 合 判 定 
殺 処 分 

病理解剖 
病理学的
検査 

解 放 不合格 

畜舎収容 

採血・採材 

臨床検査 

皮内反応検査 

血液検査 

血清学的検査 

微生物学的検査 

着地検査（3ヶ月間） 
（都道府県） 

健康証明書確認 
航海中の動物の状況聴取 
個体検査 

赤血球数測定 
白血球数測定 
血球容積比測定 
顕微鏡検査 
血液原虫検査 

補体結合反応 
凝集反応 
中和反応 
赤血球凝集抑制反応 
ゲル内沈降反応 
免疫電気泳動法 
酵素抗体法 
蛍光抗体法 

顕微鏡検査 
細菌培養試験 
ウイルス分離試験 
動物接種試験 

輸入の届出時期 

牛，馬，豚など 120～90日前 

鶏，アヒルなど 70～40日前 

係留期間 

返 送 

臨船・臨機検査 

合意 

輸入条件 

輸入 輸出 

偶蹄類の動物 １５日 ７日 

馬 １０日 ５日 

鶏、うずら、だちょう、
七面鳥、かも目の鳥類 

１０日 ２日 

初生ひな １４日 ２日 

上記以外の動物 １日 １日 

係留期間 

動物の種類 

１６ 



（頭数） （羽数） 

平成26年国別・用途別内訳（速報値） 

主な家畜の輸入実績 

米国 137 ベルギー84 英国 76 その他内訳 

（乗用・競走用・繁殖用等） 
その他47 

フランス27 

豪州 
35 
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  昭和３０年代はじめと最近の主な家畜伝染病の発生状況 

年  S 31  32 33 Ｈ22 23 24 25 26 

口蹄疫     0    0       0     9    0     0      0     0 

炭疽（牛,馬）    25   20     14     0    0     0      0     0 

ブルセラ病（牛）   220   218    258     0    0     0      0     0 

結核病（牛）  1,283 1,200  1,183     0    0     0      0     １ 

ヨーネ病（牛）     0       0      0 456 615  405  573 783 

ＢＳＥ     0       0      0    0    0     0   0    0 

馬伝染性貧血  5,531 4,038 3,369    0    2     0     0    0 

豚コレラ  4,254 5,966 1,1661    0   0     0     0    0 

高病原性鳥ｲﾝﾌﾙｴﾝｻﾞ     0      0       0   7 70     0     0  18 

ニューカッスル病  2,461      0    104   0   0     0     0   0 

家きんｻﾙﾓﾈﾗ感染症 158,457 213,868 1686,77  22   0     0     0   0 

注：数字は患畜とされた頭羽数であり、疑似患畜として処分された頭羽数は含まない。 
資料：家畜衛生統計等 

（単位：患畜頭数・羽数） 
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   １０数年来の家畜衛生上の出来事 

Ｈ１２ ９６年ぶりの口蹄疫の発生 

 

Ｈ１３  国内初のＢＳＥの発生 

      食品安全基本法の制定 

    食品安全委員会の設置 

 

Ｈ１６ ７２年ぶりの高病原性鳥ｲﾝﾌﾙｴﾝｻﾞの発生 

     関係閣僚会合による総合対策の策定 

           

Ｈ２２ 口蹄疫の大規模発生 

        政府対策本部設置 

  

１９ 
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                出入国者数（万人）  
          1965      1990       2015 
訪日外国人   36        324      1,973 
出国日本人   16  1,100       1,621 

年別訪日外客数、出国日本人数の推移 
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年別の輸出入金額の推移 兆円 

万人 

輸輸 
入出 

     輸出入金額（兆円） 
                    1965    1990    2014 
輸入金額      2.9      33.9      85.9 
輸出金額      3.0      41.5      73.1 

 人やモノの流れの推移 

出国日本人 
 
訪日外国人 

日本政府観光局データから 

財務省貿易統計から作図 ２０ 



２１ 



 家畜の伝染病の主な侵入経路と対策 

家  畜 
畜  産  物 

靴・衣服ほか 車 両 

一部の国・地域は輸入禁止・停止 

衛生条件に沿った証明書 

輸入時の検査 

着地検査 

船舶・航空貨物 携帯品・郵便物 

食品加工等、小売、飲食店 個人消費 

広 報 
声掛け 
探知犬 

食品残渣 

生    産    農    場 

靴底消毒  車両消毒 

   質 問 
消毒・衛生指導 

加熱・処理 
立入制限 
消毒、更衣ほか 

隔 離 
検 査 

ほかに 
渡り鳥→ 
 野生動物 
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昭和３０年代前半の動物検疫所要覧から 

輸入動物の検査 

１ 輸出国の家畜防疫状況の調査 
  輸出国官憲の発行する証明書の点検 
 
２ 臨船検査 
   
３ 収 容 
 
４ 検 査 
 Ⅰ 臨床検査、体温測定ほか 
 Ⅱ 精密検査 
    血清学的検査 
               ﾌﾞﾙｾﾗ病、牛肺疫、Ｑ熱、ひな白痢 
     ﾆｭｰｶｯｽﾙ病 
    免疫学的検査 
     ﾂﾍﾞﾙｸﾘﾝ、ﾖｰﾆﾝ、ﾏﾚｲﾝ 
    血液学的検査 
     血球数、担鉄細胞、血液沈降速度 
    寄生虫検査 
     皮膚、臓器、消化管、血液、生殖器等 
    特殊検査 
     肝臓片病変検査、細菌分離培養 
 

輸入畜産物の検査 

１ 輸出国の家畜防疫状況の調査 
 
２ 輸出国官憲の発行する検疫証明書の点検 
 
３ 積み荷目録、申請書とともに船舶内の積み 
  荷状況、混載状況、記号、番号等の検査 
 
４ 開梱検査 
 
５ 収納許可 
  汚染のおそれがないときは順路、方法等指 
  示し検疫所または港湾倉庫に収納許可    
 
６ 処置 
  検査の結果で次のいずれかの方法で処置 
   容器包装物の散布消毒 
   容器包装物のホルマリンガスによる消毒 
   Ｓ・Ｋ式による蒸気消毒 
   製造加工場への運送許可 
   上記工場での加工工程中病毒の死滅 
   汚水、残渣物の消毒の厳重監督  

２３ 




